
行政データの利活用に関する有識者会議

～令和４年度の取組状況等報告～

令和５年１月31日

企画調整局 政策課

第４回 資料



新たなダッシュボードの庁内共有



令和４年度 有識者会議・開催経過

５月24日（火）
14:00‐16:00

７月５日（火）
14:00-16:00

８月８日（月）
10:00-12:00

１月31日
14:00-16:00

• 神戸市の取組等説明
• 行政データの職員間
の共有等についての
論点整理と意見交換
➀

• 行政データの職員間
の共有等についての
論点整理と意見交換
②

• 行政データの職員間
の共有等についての
論点整理と意見交換
③

• 中間報告書（案）に
ついての意見交換

• 令和４年度の取組に
ついての報告

• 新たな課題について
の意見交換

• 令和５年度の取組予
定について

中
間
報
告
書
ま
と
め

第１回 第４回第３回第２回
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元データ 閲覧権限 蓄積 エリア 共有基準 委員コメント

元データ
取扱レベ
ル②

閲覧権限
レベル②
（全職員閲
覧可）

住基データ
建築確認申
請データ
など

区より
小さい
エリア

〇
〇住基情報については、集計エリアの粒度が小学校区別であれば、庁内共有して
も問題ないと考えられ、町丁目別の統計情報であっても庁内ではできる限り共有
すべきである。

元データ
取扱レベ
ル③

税データ
生活保護
データ
就学援助
データ
など

区より
小さい
エリア

〇

〇税データに基づくダッシュボードであっても、「固定資産税の納税開始時期の集計
結果」や「共働き率」、企業数が少ない業種は法人が特定できないよう配慮した
うえでの「法人市民税の集計結果」などは、センシティブではない情報であり、庁
内共有をしても内容的に問題はないと考えられる。

区別 〇

〇税データなどで作成されたダッシュボードは、職員間で共有するかどうかについて、
集計エリアの粒度が区別であれば統計情報として広く市民に公開されているもの
も多く、個人が特定されるリスクはほぼないので、庁内共有であれば問題ないと考
えられる。

閲覧権限
レベル③

（個別対
応）

区より
小さい
エリア

×
〇個人が特定できないレベルで統計処理ができるのであれば、地域特性がより精緻
に分かる集計エリアの粒度が小学校区別のデータはむしろ政策形成に有用であり、
積極的に共有すべきである。

元データ
取扱レベ
ル④

要配慮情報
を含むデータ
など

― ×
〇要配慮個人情報は、犯罪歴や病歴、人種（国籍ではない）など明らかにセンシ
ティブであり、広く共有しないことは当然として、個別対応でも分析する機会は、ほ
ぼないのではないか。

ダッシュボード共有基準と委員の主なコメント ～庁内における行政データの利活用について～
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〇元データ取扱レベル③であったとしても、職員間では積極的に共有するべきという意見が多かった。



H27国勢調査（実装済み）とR２国勢調査
（今回追加）を同じフォーマットで作成し
ており、単純な比較がすぐできる

新たに追加したダッシュボード① ～R2国勢調査のダッシュボード～



新たに追加したダッシュボード② ～建築申請のダッシュボード～



新たに追加したダッシュボード③

各局別印刷枚数、コールセンターの可視化等、
各種DX関連のダッシュボード
（〇元データ取扱レベル②、閲覧権限レベル②）

固定資産税データで作成した
年齢別・居住開始年別の持ち家率等のダッシュボード
（〇元データ取扱レベル③、閲覧権限レベル②、センシティブではない）

市民税データで作成した
世帯収入別の世帯数、共働き率等を可視化
（〇元データ取扱レベル③、閲覧権限レベル②、センシティブの恐れ）

区より詳細な小学校区別で全庁共有

区別で全庁共有

全庁共有



人材育成～研修の実施～



初級（Cランク） 中級（Bランク） 上級（Aランク）

統計理論・実務 統計基礎研修
データアカデミー
（重回帰分析まで）

― ―

統計局（国） 初級 中級（重回帰分析、各種検定等） 上級（AI理論等）

意識啓発
課長・係長昇任時研修

３年次研修
新規採用研修など

― ― ― ―

セキュリティ 情報セキュリティ ― ― ―

専用ｿﾌﾄ

GIS使い方研修（オンライン） ― ―

― ― ― BIツールを使ったダッシュボード作成研修

エクセル初級
（ﾊﾟｿｺﾝｽｷﾙ研修）

エクセル中級
（ﾋﾟﾎﾟｯﾄﾃｰﾌﾞﾙ等）

エクセル中級
（使い方・実践編）

― ―

プログラミング ―
プログラミング入門

（Python・SQL・R等） ※ オンライン学習
プログラミング中級・上級

（Python・SQL・R等） ※ オンライン学習

政策立案研修 ダッシュボードを活用した政策立案研修

大学との連携 ―
RIDX

（講義＋実習）

データ利活用関係研修の現状 ～データ利活用人材の育成～

※ 上記研修プログラムとは別に、職員研修所が提供する学習管理システム（LMS）内でのeラーニング、総務省統計局
のオンライン講座、神戸市のDX研修ポータル等、職員がいつでも学べるオンライン研修の環境を整備



データ利活用人材の育成 ～データ分析研修の実施状況（Tableau）～

データエキスパート研修
■前期（５～ ８月）： 政策課とデジ戦から３名

勉強会 ：1.5ｈ×７回 実施済
認定試験 ：2h 実施済

■後期（９～１２月）： 政策課とデジ戦、先行導入部署から６名程度
勉強会 ：1.5ｈ×７回 実施中（６名が受講中）
認定試験 ：2h

データアナリスト研修
■第一回：先行導入部署から約50名

Tableauハンズオン：2h 実施済（8/5,10）※約50名参加
■第二回：政策課から約30名

Tableauハンズオン：2h×２回 実施済（9/30,10/3）※約30名参加
※住基データ等を利用した人口の可視化を想定

■第三回：KTLなど先行利用を希望する部署・職員から１０～３０名
Tableauハンズオン：2h×２回 計画中

データユーザ研修
■第一回：全職員（希望者）

ダッシュボードの種類や動かし方の周知 計画中

現在、Data Saber※認定制度
合格者は４名

※データにまつわる技術力と
導く力を高いレベルで兼ね
備える者

〇ダッシュボードを使って政
策立案に活用できるようにな
る職員向けの研修（来年度）

〇ダッシュボードを使って判
断ができる、指示ができる管
理職向けの研修（来年度）

データアナリスト研修
〇第４弾は、財務課
〇第５弾は、各局政策課



データ利活用人材の育成 ～データアナリスト研修① 税務部～

〇データ活用による収税業務改革 ～自分達でデータを活用して、業務課題を解決する～

〇①可視化の意味、データ活用の流れを理解する
〇②ダッシュボード作成ハンズオン
〇③データ整形について学ぶ
〇④課題解決に必要なダッシュボードを検討し、必要データを特定する
〇⑤業務マネジメントに必要なダッシュボードを作成

研修の様子：２回に分けて50名が参加

50



データ利活用人材の育成 ～データアナリスト研修② 政策課・企画調整課～

〇Tableauの使い手の育成強化
まずは、住基データマートを活用した、Tableauハンズオン
研修を企画調整局政策課・企画調整課で実施

研修の様子：
２回に分けて30名が参加
Tableauライセンスを付与



データ利活用環境の構築 ～Tableauユーザー会の立ち上げ～

〇８月31日、Tableauの利用に関し、庁内において情報交換できるルームをチャットラック上に作成
〇９月12日現在、33名のメンバーが参加し、意見交換、情報共有、技術上の疑問解消等に役立てている。

情報共有のほか、週に一回練習問題を投稿し、
参加者間の意見交換を促す



データ利活用人材の育成 ～データ分析スキル習得研修～

〇EBPMにおけるエビデンスには、➀現状に関するエビデンスと、②政策効果に関するエビデンスがある。
〇これまで➀についてEBPMの取組を進めてきたが、今後②についても取組に着手する。

〇講師：正木DX担当局長

内容

第１回
・本研修の目的・ゴール ・EBPMとは？（２種類のエビデンス）
・Rの基礎（四則演算、代入など） ・データ可視化（グラフ）
・（単）回帰分析

第２回
・重回帰分析 ・ダミー変数 ・因果関係と相関関係
・ランダム化比較試験 ・統計的有意性 ・内的妥当性と外的妥当性

第３回
・自然実験 ・準実験（差の差分析、固定効果法、回帰不連続デザイン）
・Rのdplyrパッケージ1

第４回
・準実験（操作変数法、傾向スコアマッチング）
・Rのdplyrパッケージ2

第5回
・論文の読み方
・受講生から、各局の政策の効果を測る方法の提案

〇カリキュラム（２ｈ×５回）

〇研修のゴール設定
①既存のエビデンスを評価できること
②既存のデータから、新たなエビデンスを生みだせること
③新たなエビデンスを得るための新たなデータを生み出
せること

〇EBPMのEBの部分に学術論文（先行研究）を活用
できないか、調査業務委託も検討



〇計量経済学推論の手法を用いた国内外の学術論文を、その限界も含めて批判的に整理する調査業務委託事業

EBPMの推進

政策立案に寄与する

エビデンス

現状に関する
エビデンス

政策効果に関する
エビデンス

学術的な先行研究 で対応

具体例

調査対象

神戸データラウンジで対応

政策立案に寄与する学術論文（先行研究）の調査業務（R５予算要求）



各局への広がり

所属 ﾗｲｾﾝｽ数

デジタル戦略部 5

健康局 政策課 ４

行財政局 税務部 4

都市局 交通政策課 １

健康局 健康企画課 １

交通局 4

港湾局 ２

広報戦略部 ２

水道局 ６

〇Tableauライセンスを独自で購入し、自らダッシュボードを作成して政策形成等に利活用しようという動きが各局に徐々に拡大
〇課題意識のある、温度の高い所属への技術支援・分析支援を、優先的に継続して実施

※ データ利活用ラインは10ライセンス使用、５名程度が頻繁に活用

データ利活用できる人材を組織内に増やす
（庁内）Tableauライセンス数：39

都市局 港湾局

健康局市長室

デジタル戦略部



対外的な広報・オープンデータの推進



市民向け広報・HP作成

EBPM

EBPM

〇神戸市の取組が他自治体と比べて進んでいること、安全・安心にデータを利活用して政策形成に役立てているこ
とを説明



オープンデータは「データでみる神戸」のバージョンアップ～わかりやすい情報発信～

Open Data Kobe(外部サイト)

神戸市情報マップ(外部サイト)

マップ

神戸市HP

統計
オープン
データ

〇基本計画策定やスマートシティの推進に併せて、市民がデータをさらに活用できるようにしていく

国勢調査の状況等のオープン
データを可視化

わかり易い
情報発信



千葉県流山市
「流山セントラルパーク駅」から
半径1kmを選択

R2国勢調査ダッシュボード（全国版）



明石市を選択

R2国勢調査通勤通学分析ダッシュボード（全国版）



• 令和２年国勢調査のオープンデータが公開されたことから、庁内で政策検討に活用するためダッシュボードを作成

• 以下の目的から、これを公開することとしたい。

神戸市がデータ利活用分野で進ん
でいることを対外的にアピール

〇官公庁のみならず民間事業者の需要も大きいことを想定

〇ダッシュボードの下に、ふるさと納税やこうべ暮らし等のアイコンを貼りシティプロモーションとしても有効活用

〇神戸市のホームページに、オープンデータとして公開することで市民等とのディスカッションにダッシュボードを使用することが可能

目的①：神戸市民や神戸市に関わる方々に御活用いただき、神戸市政をより良くすること。

• 神戸市の政策議論を行う上で、他自治体のデータも可視化することは有用。例えば、他自治体の状況と神戸市を比
較した課題分析や、メディアに取り上げられた地域について、年齢構成や住民の従業地・就業地など、その地域の背
景を分析する場面はよくある。

目的②：神戸市以外の自治体や政府関係者も含めて、様々な方に御活用いただき、
全国のオープンデータ・EBPMの取組を進めること。

• 地方自治体は、官民データ活用推進基本法により、オープンデータに取り組むことが義務付けられており、 神戸市も、
オープンデータの取組に関わる一主体として、オープンデータの可視化・活用方法を提案することが求められている。

• 有用性の高い情報を、わかり易く誰もが分析しやすい形で共有することは、社会的に意義のあること。

R2国勢調査ダッシュボード（全国版）の公開



〇10/28にオープンデータポー
タルサイトをリニューアル

神戸市のオープンデータの取組の現状

〇機械判読に適したデータを効
率よく増やしていくため、
オープンデータカタログサイ
トと他システムとの連携強化
（自動更新等）を進めている

ＧＩＳ

イベント情報サイト
KOBE Today

ＣＭＳ

〇スマートフォンに対応(追加)

〇現在、132データセット



機械判読可能な
オープンデータの数を増やす

地域課題の解決、産業の活性化な
ど、データに基づいた市民参画と
協働の推進

オープンデータをBIツールや
GISなどを使ってわかりやすく市
民に伝える（行政の透明化推進）

オープンガバメント
（開かれた行政）、
スマートシティの推進

・プラットフォーム「Decidim」
を活用
・2015~2019年のアクションプ
ラン策定の際には、4万人以上の
市民が参加し、市民側から10,860
の提案があり、約1,500のプラン
が採択された

イメージ

(例)バルセロナの市民参画

導入期 成長前期 成長後期 成熟期
継続中 継続中

導入期 成熟期

時間

利
活
用
度
合

成長前期 成長後期

取組開始

現在

オープンデータの推進 サイクルイメージ

令和４年度
着手

行政の説明責任をオープンデータで

オープンデータの方針

R4着手



（課 題） これまで、２次利用可能なデータベースがない（作らないといけない）
という理由でオープンデータに消極的だった

（解決策）Tableauの庁内活用から、オープンデータに繋げる
※既に統合型GISの活用からは、オープンデータに繋げている

新たな負担をかけずに各局のデータをオープンデータ化

都市局

市長室
所属 ﾗｲｾﾝｽ数

企画調整局 政策課 10

デジタル戦略部 5

健康局 政策課 4

行財政局 税務部 4

都市局 交通政策課 １

健康局 健康企画課 １

交通局 4

港湾局 ２

広報戦略部 ２

水道局 ６

港湾局

デジタル戦略部

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
抽
出

Tableauライセンス数(39)

数を増やす



課題と関連データをセットでオープンデータ化

〇「Urban Innovation KOBE」や「Be Smart KOBE」など、課題解決型の
民間委託（補助）事業で扱ったデータを、課題とともにオープンデータとして公開

〇実証実験止まりのデータの２次利用
〇新たな視点、新たな手法などを持ったシビックテックの活用
〇データサイエンティストのコミュニティへの情報提供による、新たなビジネス創出の可能性

地域課題
の解決


